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考察 : 最先端パッケージング・実装技術
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第三回　実装関連企業の変遷と産業構造の変化

1. はじめに
第一回、第二回では実装技術とパッケージング技術につ
いてまとめてみました。この第三回では実装に関連した企
業と産業構造の変化について考察してみます。産業構造と
いう言葉をネットで調べてみるとコトバンクでは“一国の
産業全体の中での産業間の関係”とされています。一方経
済産業省には産業構造審議会という組織があり、自動車、
繊維など個別の業種についていろいろな審議や提案を行っ
ています。ここでは半導体産業の変遷とそれに伴うパッケー
ジング関連企業の動向をまとめて産業構造と呼んで考察す
ることにします。
経済学者でもアナリストでもない筆者がデータと経験そ
して人から聞いた話、実感などに基づいての記載なので、
間違いや異なった解釈・意見、あるいは用語の使い方の間
違いもある、ということ前提で読んでいただきたいと考え
ています。また企業名も書かせていただきますが正式名称
ではなく略称となっている会社名（（株）等はすべて省略さ
せていただいています）も多いこともご理解いただいたう
えでご一読ください。

2. 半導体産業の成長と規模感
WSTS（WORLD�SEMICONDUCTOR�TRADE�STATISTICS：
世界半導体市場統計）が公表したUS$ ベースと円ベース換
算の世界の半導体市場をグラフ（添付資料1）にした。半導

体市場はドルで表示され、為替レートは常に変動している
ことは意識しておく必要がある。（為替レートは年平均で
1985年が最安値で238.5円 /$　1995年が最高値で94.1円 /$）
昨年末のNEDIA 主催の専門講座でみずほ証券のアナリス
ト山本氏が半導体産業の位置づけとしてGDP比で話されて
いたので、同様の見方をしたのが添付資料2である。半導体
産業だけを見れば確かに成長を続けているが、世界の GDP
合計の中では2000年の0.6% をピークに0.5% 前後で推移して
いる。ある意味では半導体産業は特別な成長産業ではなく、
日本電産の永守社長の言われる通り、装置の一部品である、
ということも理解しておくことが大切である。また世界の
人口の増加についても頭に入れておかないといけない。携

添付資料１　WSTS 世界半導市場推移
MUS$（円表示は縦軸は1億円）
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添付資料２　主要国GDP推移
注　US$ 換算のため日本はマイナス成長に見えるが円ではプラス成長
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添付資料３　半導体市場 /世界のGDP  %

19
85
19
86
19
87
19
88
19
89
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
20
16
20
17
20
18
20
19
20
20

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

177 .ind    32 2022/04/26   9:44:51



SEAJ�Journal�2022.�5�No.�177 33

考察 : 最先端パッケージング・実装技術

帯電話の生産数が1.5億台を超えた1998年の世界の人口は58
億3500万人、2020年の人口は76億4600万人、そしてこの間
に生産された携帯電話（含むスマホ）は238億台である。
2020年の人口の丁度3倍の数の携帯電話を22年間で生産した
ことになる。電子機器としてのスマホが問題なく使用でき
る期間を6年とした場合、2015-2020年に製造されたスマホ
は84億台つまり世界の人口よりも多い、ということである。

3. 企業の持っている文化と半導体産業
日本における半導体産業は総合電機メーカーが製造を開
始した時から本格化した。1970年に大阪万博が開かれたと
きにシャープはパビリオンを出さず、その資金を半導体や
ディスプレイに回す、ということが言われたが日本の電機
メーカーが半導体ビジネスに参入を本格的に検討し始めた
のが1960年代前半だと思われる。半導体製造に参入した日
本の電機メーカーは3つに大別できた。電電御三家あるいは
電電ファミリー（NEC、富士通、沖）、�重電（日立、東芝、
三菱など）そして弱電（松下、ソニー、シャープ、三洋など）
である。著者は上記のすべての半導体部門とビジネスや標
準化委員会などで付き合いがあったが、上記3つのグループ
には企業文化という観点でグループごとの共通点も多く
あった。
また財閥、三井、三菱、住友など旧財閥に属する会社群
があり、それぞれの文化が存在する。同じDRAMの半導
体で世界を席巻した東芝、三菱、富士通などは干支ではな
いが重電三井、重電三菱、電電古河ということができ、日
立は久原財閥をもととし、日立グループを作り上げてきた。
一方松下や三洋、シャープは松下幸之助、井植歳男、早川
徳次という創業者が事実上戦後大企業に成長させた企業で
財閥系とは異なる文化を持っているといえる。
よく護送船団といわれるように鉄鋼、銀行、電機など“産
業”というくくりで見るとビジネスの形態や参入製品など
海外から見ればみんな同じことをやっているように見える
ことも事実だった。添付資料5には日本が半導体における世
界のシェアでピークであった1988年、その12年後の ITバブ
ル崩壊の前年である2000年、そしてさらに10年たった2010

年のランキングである。ランク入りする日本企業数と国内
外問わず社名が変わっている企業も多いことがよくわかる。

アメリカでは1911年創業の IBM�（International�Business�
Machine）�は名前の通り事務機器からスタートし、1928年
創業のMotorola�（Motor�ola= 音）�はカーラジオの生産から
スタートし半導体製造も手掛けた。ヨーロッパにおける
Philips は1891年にオランダで電球製造から、Siemens はド
イツで電信機の製造からスタートした会社で、これらは上
記1980年台の日本の半導体メーカーと氏素性は似通ってい
る。
半導体でシェアの高いINTEL、�Samsung、�TSMC、Qualcomm、�
NVIDEA、Micron�などは半導体製造を目的にスタートし
た会社であるといえる。
興味深いのはTI である。TI は前身があり1930年に石油
探索会社としてスタートしているが、キルビー特許で有名
なキルビー達を有し、半導体製造会社へと転身した。�注目
すべきはその海外展開であり、1968年日本テキサスインス
ツルメンツを設立し、美浦、鳩ケ谷、日出に前工程、後工
程の工場を設立した。また1979年にフィリピン・バギオに
後工程工場を作り、ドイツやフランスにも工場作っている。
TI は1981年から2022年シェアの Top10に入り続けている。
TI の企業としての戦略とその実践と日立、NEC、東芝、三
菱などの1990年代に各社が考えていた将来に向けた戦略・
実践との違いは検証してみる価値がある。

添付資料４　世界の人口推移（単位千人）
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添付資料５　半導体出荷額Best 20

添付資料６　半導体生産額　Best 10　推移
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日本の半導体産業の構造はまさに垂直統合型であった。
半導体だけでなくプリント基板製造にも同様の要素があっ
た。総合電機メーカーや電電ファミリーが自分たちの民生
用、産業用の電気・電子機器を製造するためには先端のプ
リント基板が必要であり、半導体が必要であった。国内で
そうしたプリント配線板や集積回路が入手できなかったた
めにすべてを自社で製造する自前・垂直統合型の構造が成
立していた。プリント配線板製造に関しては市場の拡大は
確実であったが、当時はめっきなどの表面処理による労働
集約的な製造であり廃液や危険化学物質を用いることもあ
る製造であることなどから別会社化が進むと同時に、多く
の専業メーカーが設立された。（本連載ではプリント配線板、
ディスプレイ、パワー半導体、ディスクリートなどについ
てはほとんど触れないが、プリント配線板に関しては現在
世界で2,300社前後の企業があり、円換算で8兆5000億円 /
年程度のプリント配線板とパッケージサブストレートを製
造していると推定できる大きな産業である。）
半導体の後工程は利益率が低くかつ自動化が難しい、と
いうことからほとんどの半導体メーカーが前工程と同じ工
場内ではなく、地方工場あるいは地方の子会社や関連企業
で行うことが多く、県の産業誘致や工業団地の造成に対応
して地方への進出が多く見られた。低賃金と保税によるメ
リットから東南アジアに子会社を設立し人件費を抑える半
導体企業もある程度の数はあった。日本国内でこの企業に
部品やプロセスを提供していた下請け企業が売り上げが減
ることを避けるため、あるいは誘われる形でその得意先の
海外工場の近くに進出することも見られ、タイ、マレーシア、
フィリピンなどの日系半導体企業の海外工場の近くにかな
りの中小企業が進出した。国内ということで判断すれば都
会より地方工場のほうが、とくに自治体の誘致を用いたほ
うが大都市近郊の製造工場よりはコスト面でのメリットは
大きく、かつ地方に雇用を提供するという大きな役割を果
たしており、意味はあった。しかし地方の会社は親会社 -
小会社あるいは得意先 -サブコンという関係で景気変動の
バッファに利用されたり、積極的な工程改善や自動化が進
まなかった地方工場も多くあったことも事実である。
JETROは毎年世界の職種別のワーカーの月額賃金と企業
が支払う年間のトータル経費を調査し、公表している。製
造業のワーカーの年間一人当たりの賃金実負担の2009年度
と2020年はオーストラリア（42,414� ⇒�59,519US$）台湾
（15,200⇒�22,204�US$）中国（4,107⇒�12,923�US$）タイ（4,449�
⇒�8,531US$）マレーシア（4,197⇒�8,644US$）ベトナム（1,903�
⇒4,571US$）�フィリピン（3,606⇒�4,549US$）となっている。
中国の賃金が上昇を続けているのは間違いないが、それで
も2020年のワーカーの賃金実負担額は日本の約1/3程度であ
り、ベトナムやフィリピンは日本の1/8程度となっている。
労働賃金や税金などで大きな差がある地域で製造を行っ

ている同業外資の企業との競争に勝つためには、同じ地域
に進出するのか、品質なのか、生産性なのか、それ以外の
付加価値なのか、という議論と実践が必要であったと考え
ている。

垂直統合という場合、電機メーカーの一社の中での垂直
統合ということだけでなく、連結対象の関連会社、地方の
子会社、そしてそれらに装置や部品を納める会社や一部加
工を請け負う下請け会社など含めて三次元垂直統合のピラ
ミッドを形成していたのが日本の半導体産業の構造であっ
た。一方アメリカでのIDM=Integrated�Device�Manufacture
という表現は半導体製造をプロセスごとに設計、前工程、
後工程、テスト、販売までをすべて行う会社をさし、水平
分業の構造は、設計のみ=Fabless、前工程のみ=Foundry、
後工程 =OSAT、テスト専業、販売会社などに分かれてい
てそれぞれが複数の顧客を持っている、という構造である。
さらに製造する半導体は CPU、DRAM、Flash�Memory、
Analog など各社専門性をもっているのがアメリカの半導体
産業の構造であり、日本のそれとは大きく異なっている。
アメリカでは最終電気・電子機器を販売する完全な一貫
メーカーは一時の IBMくらいであった。一方ヨーロッパの
半導体メーカーは日本に近い構造であったが、大きな違い
は後工程 =パッケージングの大きな自社工場を東南アジア
に持っていたメーカーもあった、ということである。韓国
メーカーも日米欧とは異なった歴史と構造を持っている。
Samsung 電子は DRAMの製造からスタートし、携帯電話
や液晶ディスプレイと事業分野を広げていった。元となっ
ている三星という財閥は1938年に創立され、貿易、製糖、
肥料などのビジネスも行っていた。金星グループは1958年
にラジオの組み立てからスタートし、日立やAT&Tとの協
業で半導体も早くから製造していた。しかし半導体部門は
うまくいかず、現代と経営統合しHynix�となったがやはり
経営はうまくいかず、SKグループに組み込まれた。ただ
Samsung も SKHynix も1997年の IMF管理以降は外資が大
量に流入したため、現在株主は外資のほうが多くなってい

添付資料７　JETRO調査　年間労働賃金総負担（単位US$）
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る。（SK�グループは韓国の4大財閥の一つ。SKHynix の株
は SKテレコムが20.1% 程度それに国民年金公団10.6% の株
式を所有しているのみ、Samsung�電子も三星関連の株主は
21.2% 国民年金公団11.1% でともに外資が50% を超えてい
る。）
日本の半導体がアメリカを抜き、世界一の売り上げシェ
アとなったのが1986年である。この前から日米半導体摩擦、
日米半導体協定など今でも広く語られる日米間の知財や開
かれた市場などの議論が行われた。世界で初めて DRAM
を製品化した INTEL が1985年に DRAMから撤退し、当時
は苦渋の選択であったといわれているが、半導体産業の将
来をみた企業としての戦略を考えた場合、投資をMPUに
集中することは正しい選択であった。また Intel は MPUの
価値と利益率を維持するために、チップセットや DRAM
を標準化し PCの価格は下がるが Intel の MPUの価格が下
がらない仕組みをつくり、本来得意先であるはずである PC
メーカーに Intel� inside という表示をする、ということまで
認めさせた。いいものは高く売る、ということが下手な日
本企業にとって前記TI と INTEL の企業経営の戦略の詳細
とそれを導く組織・人員・業務内容は解析しなければいけ
ない。
日本の場合1995年頃から半導体メーカーの数が大きく減
少し、合併やM&Aが頻繁に起こってきた。典型的な企業
はルネサスエレクトロニクスやエルピーダメモリである。
（国内半導体産業の衰退や再生、各種国プロ、さらに最近の
文科省、経産省、内閣府の動きについては本題ではないの
でここでは詳細の記載は避ける。）

4．半導体産業の過去20年間に起こったこと
上記半導体製造企業の減少以外にここ20年間で日本の半
導体関連産業構造として起こってきたこと、そして産業構
造に変化をもたらした要因を挙げると下記のようなことが
言える。
1.　日本国内製造工場数の減少
20年間で一貫工場、後工程工場数はともに4割程度に減少
した。後工程の工場としては204工場から78工場へと大幅に
減少した。ただ前工程については逆に10%程増加している。
これは大規模工場ではなく、化合物半導体やパワー半導体
などの中 -小規模の工場が増えたからである。
2.　日系半導体企業の海外製造工場数の減少
日系の海外工場も35から15へと6割減少した。

3.　海外アウトソーシング及び海外 EMS の増加
EMS という産業の出現はパソコンのマザーボードの
OEMと同様自然の流れである。2000年代のノート PCメー
カーはそのマザーボードの実装の90%以上は台湾と韓国の
マザーボード製造メーカーに委託していた。これは先端の
高価な実装機を内製のために購入・稼働させる人件費を含

めたコストとOEMする場合のコストを比較し、さらにプ
リント基板はじめ多くの部品の調達（時間と輸送コストを
含む）を考えれば当然である。とくに PCは機種変更時や4
月 - ゴールデンウィーク、クリスマス -年末・年始の商戦
むけと年間を通して季節ごとに生産数の波が大きく、高価
な実装機を導入し内作あるいは関連企業で実装することは
人の手配や装置の稼働率などを考えるとメリットが少な
かった。一方マザーボードメーカーや EMS は生産性を最
大限にすることと人件費を減らすことに集中し、さらに資
材購入も大量発注ということで低く抑え、最先端の必要な
装置を購入し続けることもできる。EMSは研究開発はほと
んど行わず、Proven�Technology を用いて先端実装機、検
査機、機械加工装置に集中投資できることで低コスト化と
得意先の増加、利益率の向上を図ることができる。（ただし
開発に手を出したくなるのは当然で、開発に資金を使いだ
すとそのEMSはうまくいかなくなる。）
EMS ビジネスは1990年代後半に始まり、Solectron,�SCI,�

Celestica,�Jabil,� �Flextronics というようなところがメイン
プレイヤーとなっていった。またプラスチック部品やコネ
クター製造でスタートした鴻海が OEMさらに任天堂や
Apple の組み立て製造を行うことで一時は従業員100万人を
超えるともいわれる巨大企業に成長した。この EMS につ
いても世界はもちろん、国内でも存在感のある日系企業は
誕生せず、逆に日本国内で大きくなった外資もない。

添付資料８　2002年及び2022年国内工場数比較

4 4

添付資料９　ノートパソコンのマザーボードのOEM関係
2002年　ノートPCのMother Board OEM関係
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4.　日本の PC 及び携帯電話メーカーは世界展開はもとも
と狙っていなかった ?
PC 及び携帯電話に関してはせっかくの技術と部材・装置
メーカーもそろっていた日本のメーカーが世界で存在価値
を維持できなくなったのはまとめると次のようになる。
1.　PC も携帯電話も国内市場を日本の多くのメーカーが
取り合い、海外展開はほとんど考えていなかった。（海
外メーカーのような大量生産は考えていなかった。）

2.　OEM/OSAT を用いるようになってからも、最先端
の量産は日本で行うことで生産技術のブラッシュ
アップと継続した特許の取得を行わなかった。

3.　半導体やITの先端を行っているつもりでありながら、
製造工場の IT化、自動化、少量生産でも低コストで
製造する生産技術を確立しようとしなかった。

5.　携帯電話、スマホ市場の急速な増加と組み立て生産拠
点の変化と電子部品

民生品で実装技術をリードしてきたスマホについてはス
マホメーカーだけでなく、日本の優れた技術と部材を供給
した中小企業の出番も減ることになってきたのが2005年頃
からである。Apple などは生産能力の小さいメーカーは始
めから取引の対象にならなくなったからである。大量生産
では中国での組み立て量が急増し世界の工場となり、現在

はベトナムなどでの組み立ても増加している。
一方いわゆる電子部品、とくにスマホで大量に消費する
キャパシターを中心とした電子部品はサイズがもともと小
さく、大量生産を行ってきた村田製作所が Front�end�
Module となどのModule とメトロサークとよぶ液晶ポリ
マーを用いた製品で世界での存在感を強め、維持している。
村田製作所は2014年に1兆円を超えた大企業であり、もとも
と世界でビジネスを行って来た企業であると同時に、製造
している製品が小さいため製造工場も半導体製造やスマホ
の組み立て、太陽光パネルのような広い敷地と床面積が不
要である、というところが技術力と同時に大きな強みになっ
ている。村田製作所は昨年11月に3年間で設備投資総額6,400
億円（これ以外に IT インフラ、環境などの戦略投資2,300
億円）を発表し、2兆円企業への成長の絵を示したが、リー
マンショック後の2008年から2013年迄の6年間の年平均の設
備投資は約600億円であり、巨大投資で成長したわけではな
い。（2014年からの7年間の平均設備投資額は年約2,150億円
と増加）

6.　携帯電話の普及率と買い替えサイクル　⇒　他のデジ
タル家電と大きな差
携帯電話の普及と短い買い替えサイクルは日本の実装関
連企業には様々な影響を与えた。デジタル家電は家庭単位
での購入であり、（場合によれば一人一台もあるが）、そし
て機能の向上もそれほど急速ではなかった。しかし携帯電
話の場合新機種投入サイクルも短く、小ロット多品種短開
発期間となり部品や部材の製造メーカーは負荷が大きい割
に利益率は低くなる傾向が強くなった。例えば充電器は仕
様も多く、携帯購入時に同梱されるもので、日本のメーカー
は各社独自の仕様により、機能やデザインの競争を行い、
それをサポートする多くの中小企業が存在していた。しか
し現在充電器のコネクターは標準化がすすみ、Type�C が
標準で新規購入時には同梱されないこともある。そして標
準化された部品には生産能力の高い限られたメーカーしか

添付資料10　2001年月産携帯電話、ノートPC生産台数比較（単位千台）

添付資料12　村田製作所と TDKの業績比較
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参入できない構造になりつつある。

7.　Memory の急速な容量増加とメモリーメディアの進化
Flash�memory�の容量の増加と低価格化は短時間で進ん
でいる。このためポータブルのメモリーメディアも形態（フ
ロ ッ ピ ー デ ィ ス ク、CompactFlash、MO、CD-ROM、�
SDCard、MiniSD、microSD、DVD、SSD、HDDなど）も
大きく変わり、参入している企業も変わってきた。HDDは
寡占化が進み、フロッピーディスクは姿を消した。いまの
35歳以下の人では知らない人も多いフロッピーディスクは
2002年 で15億 枚 / 年 ほ ど 製 造 さ れ て い た。 当 時 は
Samsung、ミツミ、SONY、NEC、TEAC、アルプス、松下、
シチズンなどがフロッピーディスクを製造していたが、
SDCard などに乗り換えていったメーカーもあれば、メモ
リーメディアから撤退したメーカーもある。

5．半導体関連産業の構造変化はなぜ起きるのか
半導体産業の構造変化はなぜ起こり続けるのかを少し考
察する。
5-1　 新規参入企業の存在（なぜ半導体関連ビジネスに参入

するのか）
企業が半導体及びその関連ビジネスに参入する理由には
次のようなことがあげられる。
1.　�半導体が自社製品の製造に必要な部品だから
��　�日本電産が1月26日に役員人事を発表し、永守会長は
半導体は日本電産の生産する装置のパーツであると
もコメントしている。

2.　�競合との差別化を図るための独自の半導体を作るた
め

3.　�すでに関連技術のインフラを持っているから
4.　�部材・装置メーカーにおいては得意先が半導体関連
ビジネスに参入したから

5.　�半導体産業が儲かるビジネスだから　←　日本では
成功例はほとんどない

��　�INTEL は1968年に半導体製造のために設立され、

TSMC は1987年に UMC は1980年に前工程の受託を
ビジネスとして設立された。しかし日本の半導体メー
カー、材料・装置メーカーで半導体産業が利益を生
むことが明確になった1970年以降に半導体で儲ける
ために設立された企業は極めて少ない。

5-2　なぜ半導体産業の変化が激しいのか
半導体の産業構造の変化は他の産業と比較し変化が激し
い産業といえる。この理由には次のようなことがあげられ
る。
1.�　半導体市場そのものに山谷がある。
� 　�　半導体市場の一つの目安となるのはWSTS の公表

値である。昔からシリコンサイクルとよばれるほぼ4
年ごとに景気の波が訪れるといわれていた。実際に
は必ずしもその通りではないが、1億台を超える電気
製品がテレビのみであった時期、そしてパソコン（情
報端末、デスクトップ、ノートブック、サーバーの
合計）でも1億台 /年を超えたのが1999年（2005年で
も1億6千万台であった）でこれらの購入時期に季節
性や数年間の波があった。例えば4年ごとのアメリカ
の大統領選挙、オリンピック、サッカーワールドカッ
プはこのサイクルに関係している。しかし携帯電話
が出現し、世界中に無線通信のインフラが整った
1998年にその生産台数は1億台を超え、2005年では4
億6千万台になると、事実上シリコンサイクルは有名
無実となった。今は生産能力と発注量、在庫量の関
係からの山谷や品種ごとの需要供給のバランスが崩
れることで山谷が起こる。2001年の ITバブル崩壊は
この需給バランスも大きく関係している。

� 　�　また前工程の先端ラインを新たに作るためには数
千億円から2兆円の投資金額と2-3年の時間がかかる。
後工程の装置でもワイヤーボンダーの納期が2年近く
かかる時もあり、設備投資を決定した時期の市況予
測と設備が稼働し始めた時の市況に乖離があること
が決してまれではない。

2.�　製品の変化・進化が激しい
3.�　市場の拡大
� 　�　東南アジアの途上国にとって最も人気があり、無

理してでも買ったものが中古でもカラーテレビで
あった。1990年頃のフィリピンでは、発電機を動か
して何人もの子供たちが集まってテレビを見ていた
光景を見た。こうした光景は各国の電気や住居そし
て一般庶民の収入の増加につれて次第に市場が広
まっていく過程であった。しかし携帯電話について
はその市場、つまり地域、購買層が大きく変わった。
現在工場のワーカーの給与が300ドル程度の東南アジ
アの若いワーカーが1,000ドル前後の iPhone を持つ
ようになっている。このように従来の家電や自動車・

添付資料13　電気機器・乗用車買い替え年数
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二輪車とは全く異なった市場が携帯・スマホによっ
て形成されてきた。さらにコロナ禍においてスマホ
がワクチンの証明や遠隔医療、行動履歴などに用い
られ電子マネーをふくめスマホの携帯が必須になり
つつある。セキュリティなど含めスマホ以外のツー
ルが新たに出現する可能性もあるが、ここ数年はス
マホが必需品として用いられることは確実であるが、
スマホも従来の買い替えサイクルとは異なってくる
と考えている。

4. 　過剰発注と過剰在庫
　半導体不足が盛んに言われているが、製造キャパ
の不足では少なく、偏在や在庫そして新規発注品の
納期などの問題が結果としてエンドユーザーにとっ
ては“半導体が足りない”“半導体がないから製品が
作れない”ということになっている。

5. 半導体の進化と半導体のもつ能力当たりの単価の低
下のスピードが速い。

6. 　寡占と巨大企業の出現
　日本だけでなく、世界中でM&A�、撤退が盛んに
起こり、半導体メーカーの寡占が進んでいる。
　このため、設計やソフトを除き、ベンチャーや新
規参入の壁は厚くなっている。しかし GAMMA
（GAFA+M）�はその豊富な資金と人材でデータセン
ター、EVなど既存のメーカーや技術にとらわれず
新たな電子デバイス産業構造を短期間で構築する可
能性が高いと考えている。

6．半導体実装関連企業の変遷
半導体パッケージング・実装技術については第一回、第
二回で解説してきたが、いくつかの代表的な製品について
2000年頃と現在、つまり20年間にどのように変化してきた
のかを整理してみる。なお SEAJ が装置メーカーの団体で
あり実態は十分知っていると思われるので、材料を中心に
変遷をまとめることとする。

1.　リードフレームは特殊な産業構造
半導体のパッケージングにおいて2010年頃まで最も市場
が大きかったのがリードフレームである。（日本で最初に
リードフレームを作ったのは1964年大日本印刷の16ピン
DIP であったとされている。）その後60年が経過し、リード
フレーム製造メーカーやその役割分担、生産拠点は大きく
変化し続けてきた。
リードフレームに携わるメーカーはまず大きく二つに分
けることができる。一つは半導体メーカーから直接受注す
るメーカーで、もう一つはそのメーカーから加工、部材や
金型、薬品の発注を受けるメーカーである。
a. 総合リードフレームメーカー（プレス、エッチング、

めっきの製造能力を保有）
　代表例　新光電気工業　三井ハイテック　住友金属

鉱山
b. プレスリードフレーム一貫メーカー（プレス、めっ

きの製造能力を保有）
　代表例　日立電線　日電精密　後藤製作所
c. エッチングリードフレーム一貫メーカー（エッチン

グ、めっきの製造能力を保有）
　代表例　大日本印刷　凸版印刷
d. 　プレス専業
e. 　エッチング専業
　代表例　日本フィルコン
f. 　めっき及び後加工
g. 　めっき専業
h. 　後加工専業
i. 　検査専業

リードフレーム製造にかかわるサプライチェーンを構成
するのは製造装置を除いて下記のように多岐にわたってい
る。
a. 　リードフレーム素材メーカー

リードフレームの特殊事情の典型が素材である。日
本が DRAMで世界を席巻した1990年ころは42合金
（鉄 - ニッケル合金）がDRAM用リードフレームに
は用いられていたが、当時の名前で日本鉱業、ヤマハ、
日立金属の3社がメインサプライヤーであり、デバイ
スメーカーによってはメーカー指定もあった。さら
に複雑なのは銅合金である。銅合金メーカーごとに
より優れた特性の銅合金を開発競争し、多くの銅合
金が市場に出た。デバイスメーカーもパッケージに
より図面に単数あるいは複数の銅合金を指定し、さ
らに板厚もパッケージにより異なり0.15mm,�0.20mm�
0.25mmなど複数の板厚が現在でも使用されている。
リードフレーム用銅合金を1990年頃製造していたの
は、神戸製鋼所、三菱伸銅、三菱電機、オーリンメ

添付資料14　2000年代前半の　後工関連企業例
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タル、日本鉱業、古河電工等であった。エッチングリー
ドフレーム一貫の事業を展開していた大日本印刷の
工場には上記42材・銅合金のすべてのメーカーの素
材（板厚の複数）が在庫されていた。この在庫され
ていた、という表現もこのビジネスにおいては重要
で、エッチングの場合短納期品が多く、リードフレー
ムメーカーは自社の責任で素材の在庫を持っておく
必要がある。

b.�　プレス金型メーカー
c.�　フォトレジストメーカー
� 　�液体のレジスト、ドライフィルム、電着レジストな

どを製造
d.�　フォトマスクメーカー
� 　�エッチングにおけるパターンや電着レジストを用い

た部分めっきに必要なフォトマスクを製造
e.�　薬品メーカー
� 　�めっきやエッチング、プレス品の脱脂などに必要な

薬品を製造
f.�　テープメーカー
� 　�リードフレームの固定テープ、LOC テープ、QFN

用樹脂漏れ防止テープの製造
g.�　めっき治具メーカー
h.�　後加工治具メーカー
� 　�リードフレームのめっき後の後加工（ダウンセット、

先端カット等）用の治具・金型を製造
i.� 　梱包・包装材料メーカー

現在20年前と比較し、日本のリードフレームの産業構造
は変化している。大手の一社であった住友金属鉱山は事業
そのものを台湾の企業に譲渡し、大日本印刷と凸版印刷は
限定した製品のビジネスに特化している。また日立電線は
TABを含めリードフレームビジネスから撤退しただけでな
く、会社そのものが日立金属に吸収され、さらに日立金属
もファンドに売却される計画がある。
韓国でも20年間でプレイヤーと構造が大きく変化した。
韓国には Samsung と Amkor という大きな後工程工場がそ
れぞれ複数あるため、1990年代には�SamsungTechwin、
LG�Micron、Poongsan�Precision と生産能力の高いリード
フレームメーカーと中小数社がビジネスを行っていた。（韓
国内での内作が1980年代の国策でもあった。）�しかし様々な
理由で利益率が低下したことからフィリピンや中国への展
開も行ったが、いずれも成功せず、結局この3社はすでにな
くなり、キャパのあるリードフレームメーカーは現在
Haesung�DS�1社となっている。
台湾では住友金属鉱山が製造を行っていた。日立電線も
マージし SHマテリアルとして製造を行っていたが、2016
年リードフレームからの撤退を決定し長華電材に（一部パ

ワー半導体用リードフレーム部門は界霖科技）に売却した。
現在台湾で一番大きいリードフレームメーカーである
CWTC（長華科技 : 長華電材の子会社）は昨年末もQFNリー
ドフレーム製造能力の増強を発表している。その他 SDI、
復盛などがリードフレームの製造を行っているがプリント
配線板に比べるとそれほど存在感のある企業はない。また
OSATの最大手のASE は高雄の工業団地にASE�Material
という会社を設立し、1995年頃 QFP用のリードフレーム製
造を開始し、その後 BGAサブストレート製造も行うよう
になった。
アメリカの半導体メーカーでリードフレームの製造もお
こなったのがTI と National�Semiconductor である。TI は
アメリカAttleboro でプレス、エッチング、めっきを行う
工場を持ちTI 向けの製造を行っていたが、2005年頃完全に
リードフレームの製造はやめている。また現在でもリード
フレーム製造をペナンで行っている DCI は、National�
Semiconductor がマレーシアペナンにパッケージの工場を
設立した時にリードフレームのプレス、エッチング、めっ
き工場として併設したものである。現在株主はマレーシア
の銀行系の財閥に変わっているが、DCI としてビジネスを
続けている。
中国には一時日系、韓国系のリードフレームメーカーが
工場を作ったがほとんど失敗に終わり、撤退した。現在、
地場のリードフレームメーカーは50-60社あると思われる。
現在新光電気工業はマレーシアと中国、三井ハイテック
は香港は撤退したものの、シンガポール、マレーシア、天津、
上海、高雄、広東でリードフレームの製造を行っている。
2.　リジッドサブストレート
リジッドサブストレートの市場が伸び始めたのは2000年
頃からであり、現在パッケージ部材としては最も大きな市
場となっている。その構造はここ20年間あまり大きく変化
していない。現在主要メーカーとされているのは下表の企
業であり、大手メーカーとしては新光、イビデン、ついで
AT&S,�ナンヤ、キンサス、ユニマイクロンなどである。こ
れらについてみずほ証券の資料も添付しておく。

添付資料15　 リジッドサブストレート製造ランキングと生
産拠点（プリント回路メーカー総覧　2021）
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3.　ダイアタッチ材
銀ペーストの構成は銀分2種、エポキシ、硬化剤、希釈材、
消泡剤、伝導率向上剤などで各メーカーがブレンドしてい
る。Hundy�Hurman、�Ferro（ 元 デ グサ）、Technic（ 元
Chemet）�徳力などから銀を購入している。シリンジ（1cc、
5cc、10cc、30cc が一般的）に入れての出荷がほとんどであ
るが、封止樹脂と同様5℃以下、あるいは -5℃、-20℃、
-40℃以下、という低温の保持の仕様のものがほとんどであ
る。なお半田を用いた金属接合によるダイアタッチもある。
1990年代から海外ではAblestikが圧倒的なシェアを持ち、
国内では住友ベークライトと日立化成が高いシェアを持ち、
信越化学や京セラケミカル（東芝ケミカル）も一定のシェ
アを持っていた。
日立化成は昭和電工に吸収された形になっているが、こ
の構図はあまり大きく変化していない。
4.　ボンディングワイヤー
ボンディングワイヤーのメインは金と銅であるが、銀線、
アルミ線もある。金線は金を伸線することで所定の太さの
ワイヤーを作成する。銅線は表面にパラジウムを被覆する
ことで酸化膜の生成の制御とボールの形成をしやすくして
いるものが多く用いられている。微量成分の添加による機
械特性の制御がメーカーの技術力となる。
金のボンディングワイヤーについては田中電子と住友金
属鉱山が高いシェアを持っていたが、銅ワイヤーについて
は日鉄マイクロメタルがシェアを伸ばしていると推定して
いる。金ワイヤーについては金の価格が売り上げの大半を
占めており、伸線の加工賃はあまり大きくないため、プレ
イヤーもシェアも20年間であまり大きく変化していないと
推定している。
5.　封止材
エポキシ系の封止樹脂はエポキシ樹脂（1または2種）�充
填剤（シリカ1-3種）�触媒（1または2種）�シランカップリン

グ剤（1または2種）難燃剤、離型剤、変性材を合成したも
のである。トランスファーモールドの場合得意先（メーカー
ではなく工場）ごとにタブレットの仕様やその容量が異なっ
ており、封止樹脂を製造しているのか、タブレット加工や、
梱包・包装・輸送（封止樹脂は5℃以下で輸送・保管する必
要もある。）する作業を提供しているのかどちらかわからな
い、と揶揄されることもあった。また液状の樹脂はシリン
ジに入れて出荷する。
1990年代は住友ベークライトと日東電工が日本だけでな
く、海外でも高いシェアを持っていた。こうした封止樹脂
の製造メーカーは原材料を購入しブレンドして得意先の要
求にあった封止材を製造している。例えば以前は低塩素の
高品質エポキシは住友化学が製造しており、1993年に大規
模な火災事故が発生した時には、世界中の半導体メーカー
が封止樹脂の不足を懸念した。東日本大震災の時には東北
にある触媒を製造している中小企業が被災し、封止樹脂の
供給不安が問題になった。
日東電工は、1990年代は高品質品では世界1-2のシェアを
持っていたが事業そのものを2012年に日立化成に譲渡した。
この時点で世界一のシェアは住友ベークライトで約3割、日
立化成と日東電工の合計のシェアは住友ベークライトに近
付くといわれていた。しかし日立化成そのものが昭和電工
に売却され、昭和電工マテリアルズとなっている。
なお注意しておかなければいけないのは市場の大きさで
ある。リードフレームは2022年では2,100億円、封止樹脂は
850億円程度とリードフレームの4割程度であった。プラス
チックパッケージに関しては小型化も進んでいるため重量
でのビジネスでありパッケージの数が増加しても市場全体
の封止樹脂の重量は20年前より減少していると考えている。
6.　ダイシングテープ / バックグラインドテープ
ダイシングテープは基材となるポリオレフィンテープに
アクリル系の接着剤を塗工し、離型フィルムとして PET
フィルムを積層している。上記封止樹脂と異なり、ウエハー
の出荷面積が増加するとテープの使用量は増加する。
ダイシングテープは�DAF�という別機能を持つように
なったため、高付加価値品も登場しているが、メインのプ
レイヤーも日本製のシェアが圧倒的に高いという状態も20
年間大きく変化していないビジネスとなっている。
なおリンテックも日東電工も、テープ貼り機も製造して
いるのが一つの特徴となっているビジネスである。
（三井化学は現在、三井化学東セロが�BGテープを製造して
いる。）
7.　その他必要部材
パッケージング工程や実装機に投入するまでに必要な部
材は上記主要部材以外にチップトレイ、キャリアテープ、
マガジンなどがある。

添付資料16　ハイエンド PKG向けサブストレート売上の
推移：05-06年に付加価値拡大

出所 みずほ証券エクイティ調査部作成

（

（

（

UMTC, Nanya PCB, Kinsus, AT&S 4
イ 部 IC-PKG
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8.　ダイボンダー
ダイボンダーメーカーは国内ではNECマシナリー、新川
海外では ESEC がメインベンダーとなっていた。ESEC は
日本支社を設立したり日本の商社を通じた営業活動を展開
したがともに成功したとは言えなかった。NECマシナリー
は1972年の設立時はニチデン機械という名前でNECグルー
プだったが、2010年にキヤノングループ入りし、現在はキ
ヤノンマシナリーとなっている。現在はASM（Pacifi�c）が
高いシェアとなっている。またMemory�の DAF用ダイボ
ンダーとしては旧日立系のフォスフォードが一定のシェア
を持っている。
9.　ワイヤーボンダー
ワイヤーボンダーは日本市場と欧米とでメインベンダー
は分かれていた。日本ではカイジョーと新川、海外では
K&S、東南アジアでは後発のASM�Pacifi�c が高いシェアを
持つようになっていた。
10.　実装機
実装機は今でも日系の4社（ヤマハ発動機、パナソニック、
Juki、Fuji）が世界での7-8割のシェアを持っているが、面
実装が一般化した1995年頃はサンヨー、九州松下、松下、
ヤマハ発動機、富士機械がメインプレイヤーとして毎年の
ように新機種を発表し、その技術を競っていた。その後三
洋電機、九州松下、松下電器がいまはパナソニックとなった。
2000年頃 Siemens が日本市場への参入を試みたがあまり良
い結果は得られなかった。

7．  日本の企業が持っている海外展開の壁と
海外の企業の参入障壁
半導体パッケージング技術は1985年頃から2000年頃まで
その技術（規格やスタンダード作成を含む）と開発力は日
本が非常に強かった。しかし国内でのパッケージ工場が減
少するにつれ、シェアを落とし、事業を縮小・撤退する企
業もかなりの数になり、開発力も標準化の影響力も次第に
低下してきた。日本の中小企業（一部大企業も）�は国内市
場の減少に対応し、海外に販売を伸ばすことを積極的に行
わなかった。（あるいは行えなかった。）
日本の企業の海外展開における特徴には次のようなこと
がある。
a.�　�海外展開は日系の得意先に対するビジネス目的が多

い
b.�　�新規に海外得意先と取引を開始するための営業力が

ない
c.�　�輸出入業務や税金処理など中小企業にとっては負担

が増える
d.�　日本語と英語の壁がある
� 　�　ワイヤーボンダーについて面白い話を聞いたこと

がある。東南アジアのパッケージ工場でK&Sのボン

ダーを大量に購入したため、なぜ価格的には同等あ
るいは低価格の日本製装置を使わないのかという話
をしたところ、作業員たちが日本製はマニュアルも
ディスプイに表示される英語も何となく読みにくく
日本のメーカーを好まない、ということを言われた。
文法も思考も異なる日本語をおそらく単に英訳した
ためだと思われる。このように英語による業務が不
得手あるいは人材がいない、ということだけでなく、
気づかないうちに日本人の思考形態や日本語で作ら
れた仕様書・マニュアルなどが海外での営業活動の
壁になっている場合も多い。

一方海外企業が日本メーカーに参入する際もいろいろな
障壁がある。
a.�　�すでに出来上がっている系列や協力企業などの構造

の壁
b.�　日本語と日本の文化の壁
c.�　�企業ごとの説明できないようなビジネス文化にもと

づく壁
d.�　�何となく日本企業みんなが持っている海外企業製は

品質が悪いというイメージ
e.�　�欧米企業は簡単に　Discontinue�（製造中止）をする

というビジネスの仕方

8．これからの産業構造はどうなるのか
みずほ証券の山本氏は半導体産業は15年間サイクルに
なっている、としている。1985年から2000年迄の15年間は
成長期、ITバブルがはじけ、リーマンショックや大震災が
あった2016年頃までの15年間は横ばい、そして2017年から
の新たなステージの成長期に入った、としている。
半導体産業に関わる企業は前工程からデータセンターや
スマホに至るまでのTotal�Process�を十分理解し、その中
で自社の技術や製品をどう位置付けビジネスを展開するか
を考えていなければいけない。また“日本”というくくり
ではなく、世界全体の様々な要因を俯瞰しながら産業構造
を考え、日本の企業の立ち位置と何をすべきかを議論する
必要がある。半導体や医療などにおいては常に技術の最先
端を行く、知財を確保する、そして高品質のものは価値に
見合う価格で売る、ということが日本のメーカーがその技
術と産業をリードしていくための基本であると考えている。
これからの企業は自社の経営において、下記すべての要
因を常に up�date�しながら case�study を繰り返し量産と開
発を常に同時進行することが大切である。そして世界の協
業他社に負けない製造現場の管理、事業企画などのAI シ
ステムの構築を行っていかなければいけない。
1.�　経済安全保障
2.�　ロシア、中国などの国際情勢
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3. 　環境対応
4. 　巨大企業�GAMMA�の動向
5. 　国内地域差並びに国ごとの税制や補助金の差
6. 　為替レート
7. 　自前�VS�分業
8. Intel� inside　に見られるような各社の戦略の把握と

解析
9. 　標準化と規制
10.　Traceability と模造品対策

9．第四回・最終回の予定
第四回（最終回）は次の二つのテーマについて考察する
予定です。
1. 大量に電気を用いるデータセンタ - や前工程、パッ

ケージングにおける廃棄物などの環境問題
2. 物理特性や加工限界を考え、これからの半導体製造

におけるパッケージング、実装技術の役割とブレー
クスルーの可能性と日本の新しい半導体産業構造

10．追加説明
10-1　後工程の自動化はなぜ困難か
ワイヤーボンダーメーカーのK&Sとダイボンダーとワイ
ヤーボンダーメーカーのESECがほぼ同時期、2000年前後、
に東南アジアの新設パッケージング工場に自動化を提案し、
トライしたが結局うまくいかなかった。最も大きな理由は1
ウェハーあたりのチップの個数とワイヤーボンディング
パッド数が相関もなく、極めて幅が広いためである。チッ
プ数が多いとダイシングの時間とダイアタッチの時間は長
くなる。しかしワイヤーボンディングの時間はパッド数に
依存するため4ピンの時と40ピンの時ではボンディング時間
は全く異なる。またチップが大きく1ウエハーには200個し
かついていな場合、ダイシングとダイボンディングの時間
は短いが、208ピンであればボンディングは41,600回必要と
なる。1000個の4ピンのチップが1ウエハーにあった場合は
4,000ワイヤーとなり、208ピンは10倍のワイヤーボンディ

ング回数となる。バックグラインドもチップごとに厚さが
異なり、樹脂封止も1連の取り数によって生産性が異なる。
工程ごとの歩留まりや特急品の投入、さらに治具や材料の
交換などを考えると自動化工場を実現するためにはすべて
装置を必要以上の台数設置する必要がある。

10-2 実装ラインの生産性と EMS
2000年ころのスマホなどのプリント配線板へ半導体・電
子部品・コネクターなどを実装するための実装ラインは検
査機能、リフロー炉など含めると1億円前後の価格であった。
装置の自動化がすすみ、一人のオペレータで1-2ライン（2010
年頃には1人のオペレータが3ライン操作）の操作を行って
いた。ライン投入の最大基板サイズは例えば330mm�x�
250mm�のようなサイズで携帯電話のような小型基板（当時
の携帯電話のマザーボードは45mm�x�100mm程度が主流）
だと15枚同時実装が可能となる。ラインタクトは15秒前後、
両面の場合30秒前後なので、1分に30枚のスマホのマザー
ボードの実装ができる。1日20時間の実稼働とすると36,000
枚の基板実装が可能となる。1台の先端実装ラインで1月100
万基板実装ができてしまう。パソコンの場合（片面実装で2
枚の片面の実装、15秒で2枚）�20時間 /1日稼働とすると1日
9,600枚、30日で28万枚の基板実装が可能となる。
このように最先端部品の基板実装を行う場合、小型のチッ
プ部品の搭載や部品点数の多さから最先端の実装ラインを
使用する必要があり、稼働率を考えた場合、携帯電話やパ
ソコンメーカーが自社工場（含む子会社、下請け）で実装
を行うよりはOEMあるいはEMSを用いることが正しい選
択である。
ただし発注する側は実装ラインそのものの特性や問題点、
実装後の品質、生産における品質保証などについて十分な
知識を持っていなければいけないことは言うまでもない。

10-3　用語の解説
10-3-1　外注・協力企業に対する用語
半導体の製造に関しては子会社や協力企業という特定の
得意先との関係だけでなく、下記のような言い方が用いら
れている。OSATは20年程前から使われ始めた言い方で、
以前はサブコン（Sub�Contractor）あるいは Assembly�
House�と呼ばれていた。すべての産業で言えることである
が、自分たちの仕事が下に見られることは避けたく、きち
んとした役割を果たしている、という表示になっている。
OEM（Original�Equipment�Manufacture�）�相手先ブランド

製造
EMS（Electronics�Manufacturing�Service）�電気・電子機

器の製造請負
Foundry　半導体の前工程 =ウエハー上へ集積回路を製造

するプロセスの請負

添付資料17　パッケージ関連企業（装置、材料）にとって
のチャンスとリスク

出所:みずほ証券エクイティ調査部作成
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OSAT（Outsourced�Semiconductor�Assembly�and�Test）
�半導体後工程（パッケージングとテスト）の請負ビジネ
ス
�受注条件にはいろいろあるがよく CLC=Cost�Less�Chip
つまり半導体チップのみ支給され、あとはすべての材料
費と加工賃をチップメーカーから受けることもある。
�一方リードフレームや樹脂、ワイヤーなどはチップメー
カーがそれぞれのメーカーに発注し、drop�shipment,�つ
まり商品は直接OSATに納入することも多い。
ODM（Original�Design�Manufacturing）
�得意先から設計から製造までの発注をうけ、得意先ブラ
ンド名の製品を製造するビジネス

10-3-2
MPU　Micro�Processing�Unit
�コンピュータの演算や制御などをつかさどるメインの半
導体
Chipset
�様々な機能をもつチップの集まり、という意味になるが、
パソコンではMPUとメモリーや様々な信号のやり取り
を制御する半導体。ノースブリッジ、サウスブリッジと
いう2つのチップセットがMPUのそばに実装されている。
CPU　Central�Processing�Unit
�中央演算処理をつかさどる機器の頭脳・心臓となる半導
体。
�スマホやタブレットではアプリケーションCPUまたはア
プリケーションプロセッサーとよばれCPUとアプリケー
ション処理を一つの半導体として製造している。

11．添付図表
添付資料 -1　世界の半導体市場推移
�　　　　　WSTSの公式発表値をAiTにてグラフ化
�　　　　　�US$ での発表値を年平均の為替レートで円換

算とし、縦軸を1/100にして表示
添付資料 -2　主要国のGDP推移
�　　　　　�元データ　IMF�World�Economic�Outlook　

Database
添付資料 -3　�世界の総 GDP の中の半導体市場の占める比

率推移
�　　　　　�AiT 作成
添付資料 -4　世界の総人口の推移
�　　　　　�元データ　IMF�World�Economic�Outlook　

Database
添付資料 -5　6　半導体メーカー売上ランキング
�　　　　　�元データ　HIS� iSuppli�/Gartner�Dataquest�

発表データ

添付資料 -7　�国別年間実労働賃金　JETRO�日系企業実態
調査結果から抜粋

添付資料 -8　2002年及び2022年半導体工場数
�　　　　　�産業タイムス　半導体工場ハンドブック2022

年
�　　　　　�プレスジャーナル　日本半導体年鑑　2002度

版
添付資料 -9　�パソコン用マザーボード組み立てOEMとパ

ソコンメーカーの相関
�　　　　　�日経マーケット・アクセス・セミナー　2002

年3月8日
添付資料 -10　2001年におけるパソコンと携帯電話月産数
　　　　　　�日経マーケット・アクセス・セミナー　

2002年3月8日
添付資料 -11　�携帯電話　テレビ　パソコン（含むサー

バー）出荷台数推移
　　　　　　�日経マーケット・アクセス・セミナー、デ

ジタル家電市場総覧、その他公表資料を集
積し平均的な推定値をグラフ化

添付資料 -12　�村田製作所とTDKの決算比較　両社決算短
信発表値

添付資料 -13　主要電気機器、自動車の買い替え年数
　　　　　　内閣府消費動向調査より作成
添付資料 -14　�2000年前後の半導体パッケージング材料お

よび装置の主要供給企業
　　　　　　�電子ジャーナル　半導体工場・装置・設備
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